
東京都市計画都市再生特別地区の変更 
都市計画都市再生特別地区を次のように変更する。 

種類 面積 建 築 物
そ の 他
の 工 作
物 の 誘
導 す べ
き用途 

建築物の
容積率の
最高限度 

建 築 物
の 容 積
率 の 最
低限度 

建 築 物
の 建 ぺ
い 率 の
最 高 限
度 

建 築 物
の 建 築
面 積 の
最 低 限
度 

建築物の高
さの最高限
度 

壁面の位置の制限 備考 

都市再生
特別地区 

（大手町

一丁目２

地区） 

約 2.8ha ― 145/10 

 (注1) 

 

ただし、 
6/10 以上
を多目的
ホール、
ホワイエ、

ホテル、
バンケッ
ト等の用
途とする。 

 

40/10 6/10 

 

3,000㎡ 

(注2) 

高層部Ａ： 

GL＋200m 

高層部Ｂ： 

GL＋160m 

高層部Ｃ： 

GL＋100m 

 

※高さの基

準点は 

T.P.+4.1m

とする。 

 建築物の外壁又は

これに代わる柱は計

画図に示す壁面線を

越えて建築してはな

らない。ただし、次

の各号の一に該当す

る建築物はこの限り

ではない。 

(1) 歩行者の快適

性、利便性及び安

全性を高めるた

めに設ける庇そ

の他これに類す

るもの 

(2) 給排気施設の

部分 

(3) 建築物の出入

口の上部に位置

する庇の部分 

(4) 公益上必要な

建築物で当該建

築物の敷地内に

存するもの 

1 地域冷暖房施設及び中水道施設の用

に供する部分は、9,400 ㎡を上限とし

て、容積率の算定の基礎となる延べ面

積から除く。（注 1） 

2 コージェネレーション設備の用に供

する部分は、550㎡を上限として、容積

率の算定の基礎となる延べ面積から除

く。（注 1） 

3 駅等から道路等の公共空地に至る動

線上無理のない経路上にある通路、階

段、傾斜路、昇降機その他これらに類

するものの用に供する部分は、1,050㎡

を上限として、容積率の算定の基礎と

なる延べ面積から除く。（注 1） 

4 高層部Ｃの区域内では、歩行者の快適

性及び安全性を高めるために設ける建

築物については、これを下回ることが

できる。（注 2） 

5 別添図のとおり地下通路整備及び道

路表層整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 



その他の既決定の地区 面  積 位  置 

都市再生特別地区(大崎駅西口Ｅ東地区) 
都市再生特別地区(大崎駅西口Ａ地区) 
都市再生特別地区(丸の内１－１地区) 
都市再生特別地区(大手町地区) 
都市再生特別地区(西新宿一丁目７地区) 
都市再生特別地区(丸の内２－１地区) 
都市再生特別地区(淡路町二丁目西部地区) 
都市再生特別地区(大手町一丁目６地区) 
都市再生特別地区(日本橋室町東地区) 
都市再生特別地区(北品川五丁目第１地区) 
都市再生特別地区(銀座四丁目６地区) 
都市再生特別地区(渋谷二丁目２１地区) 
都市再生特別地区(神田駿河台三丁目９地区) 
都市再生特別地区(京橋二丁目１６地区) 
都市再生特別地区(丸の内二丁目７地区) 
都市再生特別地区(京橋二丁目３地区) 
都市再生特別地区(銀座四丁目１２地区) 
都市再生特別地区(神田駿河台四丁目６地区) 
都市再生特別地区(京橋三丁目１地区) 
都市再生特別地区(丸の内一丁目１－１２地区) 
都市再生特別地区(銀座六丁目１０地区) 
都市再生特別地区(日本橋二丁目地区) 
都市再生特別地区(大手町一丁目１地区) 
都市再生特別地区(浜松町二丁目４地区) 
都市再生特別地区(渋谷駅地区) 
都市再生特別地区(渋谷三丁目２１地区) 
都市再生特別地区(日比谷地区) 
都市再生特別地区(虎ノ門二丁目地区)  
都市再生特別地区(桜丘町１地区) 
都市再生特別地区(丸の内三丁目１０地区)  
都市再生特別地区(竹芝地区) 
都市再生特別地区(虎ノ門四丁目地区) 

約 2.4  ha 
約 1.8  ha 
約 1.2  ha 
約 16.2  ha 
約 0.9  ha 
約 1.7  ha 
約 2.2  ha 
約 1.5  ha 
約 1.8  ha 
約 3.6  ha 
約 0.9  ha 
約 1.1  ha 
約 2.2  ha 
約 0.7  ha 
約 1.7  ha 
約 1.0  ha 
約 1.0  ha 
約 1.3  ha 
約 1.3  ha 
約 1.3  ha 
約 1.4  ha 
約 4.8  ha 
約 2.4  ha 

  約 3.2  ha 
約 4.9  ha 

  約 1.0  ha 
約 1.4  ha 

 約 2.9  ha 
約 2.6  ha 
約 1.6  ha 
約 2.4  ha 
約 1.8  ha 

品川区大崎二丁目及び大崎三丁目各地内 
品川区大崎二丁目地内 
千代田区丸の内一丁目及び中央区八重洲一丁目各地内 
千代田区大手町一丁目及び大手町二丁目並びに中央区八重洲一丁目各地内 
新宿区西新宿一丁目地内 
千代田区丸の内二丁目地内 
千代田区神田淡路町二丁目地内 
千代田区大手町一丁目地内 
中央区日本橋室町一丁目及び日本橋室町二丁目各地内 
品川区北品川五丁目地内 
中央区銀座四丁目地内 
渋谷区渋谷二丁目地内 
千代田区神田駿河台三丁目地内 
中央区京橋二丁目地内 
千代田区丸の内二丁目地内 
中央区京橋二丁目地内 
中央区銀座四丁目地内 
千代田区神田駿河台四丁目地内 
中央区京橋三丁目地内 
千代田区丸の内一丁目及び中央区八重洲一丁目各地内 
中央区銀座六丁目地内 
中央区日本橋二丁目地内 
千代田区大手町一丁目地内 
港区浜松町二丁目地内 
渋谷区渋谷二丁目、道玄坂一丁目及び道玄坂二丁目各地内 
渋谷区渋谷二丁目及び渋谷三丁目各地内 
千代田区有楽町一丁目地内 
港区虎ノ門二丁目及び赤坂一丁目各地内 
渋谷区桜丘町及び道玄坂一丁目各地内 
千代田区丸の内三丁目地内 
港区海岸一丁目地内 
港区虎ノ門三丁目及び虎ノ門四丁目各地内 

小 計   約 76.2  ha  
今回変更する地区   

都市再生特別地区(大手町一丁目２地区) ※本件 
都市再生特別地区(虎ノ門一丁目３・１７地区)  

約 2.8  ha 
約 2.2  ha 

千代田区大手町一丁目地内 
港区虎ノ門一丁目地内 

合 計 約 81.2  ha  

「位置、区域、高さの最高限度及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 



理 由：土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、都市再生特別地区を変更する。 

注１） 既決定の地区に記載の丸の内三丁目１０地区については、平成２６年１１月１８日に開催の第２０７回東京都都市計画審議会で議決され、現在告

示手続中の内容を掲載している。 

注２)  既決定の地区に記載の竹芝地区、虎ノ門四丁目地区については、平成２７年２月６日に開催予定の第２０８回東京都都市計画審議会に付議を予定

し、現在手続中の内容を掲載している。 
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国家戦略都市計画建築物等整備事業を定める理由書 

 

１  種類・名称  

 東京都市計画都市再生特別地区（大手町一丁目２地区）  

 

２  理由  

  国家戦略特別区域に関する区域方針では、東京圏の目標として、

２０２０年開催の東京オリンピック・パラリンピックも視野に、世

界で一番ビジネスのしやすい環境を整備することにより、世界から

資金・人材・企業等を集める国際的ビジネス拠点を形成するととも

に、創薬分野等における起業・イノベーションを通じ、国際競争力

のある新事業を創出することとなっている。  

また、本地区は、特定都市再生緊急整備地域の「東京都心・臨海

地域（大手町、丸の内、有楽町）」に位置し、その地域整備方針に

おいては、日本の経済を牽引する高次の中枢業務・交流拠点を形成

するとともに、業務機能を支え、アメニティを高める商業・文化・

交流・宿泊機能等の強化、自立・分散型かつ高効率なエネルギーシ

ステムの導入、エネルギーネットワークを始め、供給処理施設の機

能更新及び強化による、災害時にも自立した機能の確保を図ること

とされている。  

本計画では、災害時においても、大手町地区の業務継続機能を支

えるエネルギー供給施設の更新、皇居の緑と連続する大規模緑地空

間の整備による都市環境の向上、大手町・丸の内・有楽町地区のに

ぎわいの更なる拡充、大規模緑地や建物の省エネルギー化による環

境負荷低減、帰宅困難者受入施設の整備等による防災対応力の強化

を図る。  

これらの取組を通して、国際競争力強化を図るため、都市再生特

別地区の変更に関し、国家戦略都市計画建築物等整備事業を定める

ものである。  
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